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を主な理由にあげているが，出役や借入金の問題など

を考え合わせると運営上の問題としてとらえることが

できる。

以上のことから，協業養蚕組合の土地生産性の低さ

は，基本的には技術的要因にあり，それに運営上の問

題が交錯して生じていることが確認できる。

2　規模拡大と収繭量の低下要因

桑園規模が大きくなるにつれ収雨量が低下している

要因を，運営面から検討すると次のようにとらえるこ

とができる。

養蚕の協業組合は農山村地帯に多く，その構成農家

は複合経営を行なっている場合が多い。また，個別経

営内部でも糞蚕を行なっている例が多く，協業組合と

個別経営との労働競合が弥く生じている。

そのために協業組合での出役体制が不倫になり，充

分な桑園管理ができにくい組合が多い。

さらに，畑作を主体とした地帯では個別経営内でも

有機物の不足が生じており，協業組合での有機物の確

保は困難になっている。

以上のことは，借入金の依還によって運営資金の少

ない組合では，なおいっそう悪化しているし，規模が

大きければ大きいほど強く働いている。

5　桑園造成5年以後の収繭量の停滞

桑園造成5年以後の収繭量が非常に不安定で集団桑

園の生産性を停滞させている。この要因については，

前述したように有機物の投下量の不足，桑園管理の粗

雑，計画的な採桑が行なわれていないなどの技術的な

要因によるところが大きいが，運営面からみると借入

金の問題に起因する点が非常に大きい。

すなわち，協業組合が利用している制度資金は，5

年据え置きで4年目から依遍になる場合が多い。一兎

協業組合の事業は2～5年間で行なわれるので償還金

の返済額は桑園造成後5～d年目が非常に多い。

この債還に耐えるためには，掃立量を増加しなけれ

ばならず，桑樹が成木化する本時期に無計画な乱伐を

行ない樹勢を弱らせ，生産性を低下させている例が多

い。さらに，この時期は運営資金が不足するので桑園

管理が充分に行なわれがたい。

このように，借入金の多少（自己資金の不足）は桑

園造成後の桑の生産性を大きく左右する要田となって

いる。

4　む　　す　　び

協業養蚕組合の生産性は，個別養蚕経営のそれより

労働生産性は高いが，土地生産性は非常に低く苦しい

運営を行なっている。

その要因は単に技術的な欠陥だけでなく．運営面に

起因するところが非常に大きい。

さらに，その運営問題の根底には構成農家の経営条

件，協業組合から個別農家にもたらす所得が個別農家

を必ずしも満足させているものではない，などの問題

も横たわっている。

このように，協業養蚕組合のかかえている問題は技

術的な問題，構成農家の経営条件，制度賛金の問題な

ど複雑な問題が交錯して発生しており，この改善には

広い視野に立って検討する必要がある。

寒冷地における養蚕主業経営の成立条件

原　沢

（東　北

1　ま　え　が　き

本稿で，養蚕主菜経営とは，養蚕部門が農業経営全

体の現金収入の第1，2位を占め，養蚕を主幹部門と

する後台経営として，自立的専業農家となりうるよう

な農業経常をいう。

東北地方北部は．寒冷な気象条件により，養蚕の生

産性は制約を受けている。桑芽発育時期がおそく，

「改良鼠返」「－の頗」などに胴枯病が発生しやすく．

生理的に寒砧が起きやすいことは周知のとおりである。

また，本地方の養蚕経営は主として山沿地帯に分布し，

辰　常

農　試）

基礎として稲作と結合し，養蚕は副業的な小規模粗放

な形態が一般であった。今後の養蚕経営は，外部経済

条件の変化に対応して，養蚕主菜経営として確立する

方向に進むか，または現状維持に停滞し．やがて衰滅

するか．という分岐点に立っていると考えられる。養

蚕主菜経営吼　関東・東山地域を主として形成され，

東北では類似した土地条件の地帯（福島，山形，村山

宮城県南，岩手県南）に集中している。昭和50年代

後半から，東北北部でも養蚕主菜を目標に進む地区・

農家が点状に発生した。ここでは，大規模な養蚕農家

数（年間繭生産量1t以上）はきわめて少ないが，一
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部に主菜的展開がみられる。個別に養蚕規模を拡大す

る農家が点在し，一方で，養蚕協業体設置数の急増

（特に岩手県）がある。副業的で粗放な零細養蚕農家

は減小し，見頃桑園（立通，高木仕立桑園）の比率が

急速に低下している。本桑園が増加し．推蚕共同飼育，

年間粂桑育，粂払・自然上ぞく法などの普及が著しい。

集約的・労働節約的な養蚕経営が急速に主要な型にな

っている。問題を次のように設定してみよう。

1　主業的養蚕経営はいかなる地帯に生成しつつあ

るか。

2　主要な形態はどうか。

5　現在の発展段階とその問題点はどうか。

4　今後の主菜的養蚕経営の成立・展開の条件はど

うか。

2　研究の概要

養蚕主薬経営が生成しつつある地帯として，岩手県

南部農山村（大東町）．岩手県北部（二戸地方）およ

び青森県上北地方（六戸，下田）を経営調査している。

ここでは，岩手県南部農山村を事例として報告する。

東北北部では，第2次大戦後やや回復した養蚕農家も，

昭和52，55年の蚕糸不況により養蚕主菜的経営は

衰退し，経済的限界外になったかに見えた。この当時，

養蚕経営合理化，生産性向上によって農家が不況に対

応しようとする動きはきわめて弱かった。50年代後

半の生糸輸出の回復，経済成長による国内絹製品需要

の急増が明らかになり，繭価が堅調になってから，養

蚕を再認識して，養蚕主菜経営を企図する地区・農家

が出現しはじめて，農業構造改善事業，集団桑園事業

などとしても採択されるようになった。一九　養蚕技

術の発達があり，労賃水準上昇に対応し，寒冷地車重

経営も生産性向上の可能性が出てきたからである。

対象地帯岩手県南部で，養蚕主菜経営の先進的農家

第1表　先進的養蚕経営A農家の概要

家族労働力4人（直系2夫婦）

総経営耕地面軌　田畑221aおよび牧草地100a

l水田（1毛田）
経l桑園

営j普通畑
組【

織 草　地

では，次のような養蚕部門選択の理由をもつ。（1）当地

帯はたばこ作（松川集，近年白遠州導入）主産地であ

るが，適地性・規模拡大に制約がある。（2）りんご作に

転換し確立するには集団的体制が困難で，個別経営だ

けでは負担が大きい。（3）酪農経営で規模拡大するIコま．

地形などの点で大型校械導入による集約飼料作拡大で

制限を受ける。（4）稲作拡大は土地条件で制約があり，

現状では農家経済上十分な収入にならない。以上のよ

うな経営条件（土地条件と耕地規模に規定される点が

多い）の下で，養蚕の108当り農業所得がある程度

有利になり．安定確実性が反省され選択されてきたも

のである。関東の養蚕主産地と比較して所得が低くて

も，本地帝の一部農家で，重要な安定収益部門として

養蚕を考えているといえよう。ただ，当地は養蚕主業

経営として経済的限界条件であるから，その適地性

（有利性）の分析は特に問題となる。繭価格に対して

将来経済的採算外になるのでなければ，養蚕を主幹部

門として選択した場合の考察が重要である。現在の養

蚕経営は，家族経営の労作的段階から，資本規模が漸

次大きくなりつつある段階であるけれども，絹糸の原

料生産部門としての性格から，収益は，先進的りんご

作農家などに比べれば低く停滞的である。養蚕部門が

年間収繭量1t以上という規模で，生産性が段階的に

高い農家はまれに出現しているのみで，家族経営内の

一部門としての拡大過程である。養蚕主菜経営を意図

している農家は相当数あるので，先進的養蚕農家の経

過，現在の段軌　近い将来の可能性は注目される。岩

手県南部段山村（大東町）の先進養蚕経営2事例につ

いて概略をみよう。先進事例といっても．福島県など

中心的養蚕地帯のそれと比較すれば，小規模である。

しかし，当地の事例であって，この程度の展開の可能

性は相当数あり．養蚕経営の現実と，その当面する課

題をみることができよう。

10d a

90a（うち10aは実面積2Daの高木桑で牧草作をしているものの見積り。）

掃立卵量21軌　上繭収量575kg（45年792Kダ），10a当り収繭量645晦（45年88Kク）

50a　′冬作　一　小麦15a．大麦15a

夏作　一　大豆15a．小豆15a

100a　混播（ラジノ，オーチャードが主），5回刈

畜　産　　酪農（成牛5頭，育成牛2頭）年間乳量14．1°4晦
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昭和44年度粗収入10a当り農業所得概算（円）

粗　　 収　　 入 1 0　a 当 り粗 収 入 1 0 8 当 り農 業 所 得

水　　　　　　 田 8 1 0．5 5 2 5 4，6 0 0 4 4．0 0 0

桑　　　　　 園 5 4 5．8 0 0 ‘n 7 0 0 5 2．8 0 0

普　　 通　　 畑 8 t d O ロ 4 0．6 0 0 さもO D O

草　　　　　　 地 7 0 0．5 5 0 4 5，6 0 0 2 °．1 0 0

昭和45年度桑園，粗収入，108当り農業所得概算（円）

粗　　 収　　 入 1 0　8 当 り粗収 入 1 0 8・当 り農 業 所 得

桑　　　　　 園 8 8 2．0 0 0 9 8．1 0 0 d 5．8 0 0

昭和44年度農業所得　約110万円（農業従事者1人当り28万円）

昭和45年度農業所得　約140万円（農業従事者1人当り55万円）

先進事例t　第1蓑に示すように，経営形態は水稲

＋養蚕＋酪農という養蚕酪農複合経営である。経営組

織内部の土地利用別に10a当り農業所得を比較する

と，桑園の所得が最も高い。養蚕の投下労働量は，稲

第2表　先進的養蚕経営B農家の概要

経

営

組

織

作より大きいので，労働時間当り所得では低くなるカも

養蚕は主薬的位置を占めていて．桑園10a当り収繭

量が向上すれば，さらにその地位を高めうるであろう。

家族労働力4人（直系2夫婦）

総経営耕地面積　　255a

水田（1毛田）　100a

桑　園　　　　　105a（45年150a）マルチ，草生栽培

掃立卵星5425箱，上繭収量905Kg（45年941Ⅹグ）

10a当り収繭量8dXク（45年9DK，）

普通畑 5D a．冬作　一　小麦d a．大麦d a

夏作　一　大豆d a，小豆5a，ばれいしよさa，畑百代

畜　産　　繁殖豚（5頭ヨークシャー系Fl，1年2回子取），採卵鶏小数

昭和44年度粗収入10a当り農業所得概算（円）

粗　　 収　　 入 1 0　a 当 り粗収入 1 0 8 当 り農業所得

水　　　　　　 田 5 0 °．0 0 0 5 0．°0 0 5 5．4 0 0

桑　　　　　 園 8 8 4．0 0 0 8 2．5 0 0 5 乳5 0 0

普　 通　 畑

畜　　 産

　 5 5．0 0 0

約 5 0 0．0 0 D

1 t O O O 8 0 0 0

昭和45年度桑園粗収入108当り農業所得概算（円）

粗　　 収　　 入 1 8 8 当 り粗収入 1 0 8 当り農業所得

桑　　　　　 園 1 0 7 4．8 0 0 9 邑0 0 0 5 t 5 0 0

昭和45年度年間農業所得　約　9‘万円（専従者1人当り約24万円）

昭和4d年度年間農業所得　約10鼠5万円（専従者1人当り約28万円）
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先進事例2・第2表の経営形態は，水稲十養蚕＋普　　営形態を確立し，それと補給・補完的な畜産や集約

通畑作＋養豚で，今後はいっそう糞蚕主菜型になり．　　部門を考慮していくことが当面の課題である。技術内

畜産を副次・補完部門として営む方向である。経営組　　容では，まだ数年前からの改良が多いため，多少の肢

織内部の土地利用別に10a当り農業所得を比較する　　行性がみられるが．栽桑集約化　飼育省力化の方向に

と，桑園が最も高い。ここでは，稲作十重蚕という経　　充実しつつある（第5蓑）。

第5表　先進的義査経営の技術概要

技　　　　術　　　　内　　　　容

桑　　品　　種

載　植　密　度

仕　立　方　式

用　　途　　別

樹　　　　　令

土　壌　管　理

病　虫　害　防　除

桑　収　穫　法

椎蚕共同飼育

壮：；蚕　飼　育

上　　　　　瑛

改良鼠返（一部一の瀬，剣持，かんまさり）

7尺×2．5尺（800本）

中刈無挙式

春秋兼用，高標高部は春蚕，夏秋蚕専用桑園を考慮

15年以内（適正な更新比率）

草生法（土中堆肥，マルチング）

胴枯病，介殻虫，シソトメタマ′くイ予防防除（共同化）

交互伐採，三分割輸収法，近年一春一夏輸収法

100喀（空調式，土室育，擬械力導入）

屋外ハウス，年間粂桑育

粂払い，自然上瑛法

両事例とも，耕地区画整理，農道整備，桑園地力増進

・維持，飼育室・構造の漸進的改良を行なっていて，

桑園10a当り収繭量120～150KPまでの期待を述

べている。この2事例とも，これ以上の桑園面培拡大

の可能性は限界に近くなっているので，10a当り収

繭量の向上が課題である。当地域でも養蚕部門を主幹

とする経営の可能性がここではみられるけれども．今

後の規模拡大には集団的方式として，適正な契約的係

の設定によって，買桑の組織化が必要になるとみられ

る。たとえば愛知県の「共栄養蚕方式」のような形態

により，兼業農家が一定の桑園管理をして，養蚕主菜

経営が適正な価格で買うような方式である。その前提

として養蚕主菜経営の一定の成長と農家・集落の立地

配匠計画が必要になるであろう。農山村の複雑な地形

条件と稲作・果樹作の防除薬害，たばこ作の有毒物被

害問題があるからである。

参考として，岩手県南農山村地帯の昭和45年度先

進養蚕経営の概要をみると，岩手県下でも，生産性は

相当高いといえる（第4表）。

以上から，当地帯でも，水稲十養蚕の形態で農業経

営確立を考えて，それに畜産，そさい等の補合・補完

部門を検討することは，一定の条件下では一つの重要

な方向であると考えられる。

本地帯は，自然条件上寒冷で経済的限界条件の地帯

で，養蚕主菜経営が成立するためには，外部事情が重

要である。

1繭価の回復と堅調が約10年続いたこと。気象

地形の点から土地生産力の点で，10a当り所得が概

して低く，労働能率を向上し難いうえ，農家の耕地規

模が小さいので，価格の安定が成立条件になる。

2　土地基盤整備方法の発達

棟械力利用による桑園造成法が進歩し，畑区画整租

農道の改良，山林内造成が容易になったことである。

5　椎盃共同飼育による蚕作安定，省力化

科学的基礎をもつ椎蚕共同飼育が普及し，蚕作が安

定して，義盃経営の生産性を規定するものは，桑園規

模と生産力が主要な条件となったことである。特に東

北では，桑園管理の集約化を基掛こ，秋韮安定になり，

掃立回数梱れ　年間粂桑育普及に役立っているとみら

れる。

4　中・小規模層の兼業化と養蚕主菜経営の展開

兼業化が進む一方で．労働集約と適地性の点で，た

ばこ作（松川菓）が減小し，遠隔になり，毒物被害が

減り，尭蚕経営が拡大しやすくなった地区がある。

繭価については，経営を安定させ，生産力向上のた

めの資本投下を可能にするよ　うな価格安定政策が必要
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第4蓑　岩手県南農山村の先進的養蚕経営の概要

　 ＼ 一 室 竺

指 標　 経 営 の 位 置

A 8 C D E

東 磐 井 郡 東 磐井 郡 一 関 市 弥 栄 東 磐 井 郡 l 東 磐 井 郡

藤 沢 町 黄 海 藤 沢 町 増 沢 茄　 子　 沢 川 崎 村 間 崎 千 厩 町 小 梨

！ 東　　　　　 園
1 2 0 1 5 0 1 8 0

1 0

8 0

2 0

5 0

5 0
耕 地 面 積

（a）

1 普 通 畑

水　 田

＝合　 計

4 0 2 0

9 0
l　　　 4 0

1 0 0 1 2 5 7 5

2 5 0 1 9 0 2 7 0 2 2 5 1 5 5

家　 族　 労　 働　 力 （人） 4 4 5 4 4

桑 園 条 件

標　　　　 高 （7め 5 0 8 0 7 0 2 0 ～ 1 0 0 1 4 0

耕 土 の 深 さ　 む痴 5 0 5 0 5 7 5 0 ～ 6 0 5 0

造　 成　 法 （a ） 山 な　 り 1 1 0 テ ラ ス 1 5 0 平
山 な り 1 0

テ ラ ス 1 平 －

年　 間　 掃　 立　 卵　 量 （箱） 4 4 4 2 5 4 5 2．5 2 1．2 5

年　 間　 収　 繭　 量 ポカ 1 5 9 8 t 2 6 5 t O 5 5 1 1 0 0 7 5 5

蚕 期 別

掃 立 比 率

春　　　　　　　 蚕 4 5．5 4 2．9 4 2．7 6 1．5 ‘5．9

初　　　 秋　　　 蚕 1 5．° 2 5．8 ス4 ス 7 1 5．5

′′ 晩　　　 秋　　　 蚕 4 0．9 5 5．5 5 0．0 5 0．8 1 8．8

桑 園 1 0

収　 商　 量　 餌の 1 1 6．5 9 2．5 8 4 7 1 5 7 8 1 4 Z d

粗　 収　　 益　 の ） 1 0 1 0 4 1 8 0．9 0 8 5 8．2 8 5 1 1 8，1 2 5 1 5 5．0 0 0

a　 当　 り 経　 営　 費 （円） 5 4．8 5 9 2 8．8 4 2 1 7 7 8 9 5 5．5 5 4 2 9．8 5 9

l 所　　　 得 （印 d d，5 8 2 5 乙2 8 6 5 8．5 1 4 8 4．5 7 1 1 0 5．1 6 1

5 令 最 盛 期 1 人 当 り受 持 箱 数 5．8 4．5 4 8 5．0 5．5

桑 園 1 D

a 当 り

我 桑 労 働 時 間 （時） 5 4 5 7 5．1 1 8 4 4 2．0 5 0．4

飼 育 労 働 時 間 1持） 2 1 8．1 1 2 1．9 8 4．1 2 4 8．9 5 0 8．8

養 蚕 労 働 時 間　 ¢朝 2 5 0．4 1 9 5．0 1 0 2．5 2 9 m 9 5 5 鼠0

養 蚕 労 働 の う ち 自家 労 働 佃 ） 8 t l 8 （～．1 8 4 9 7 0．5 9 5．5

上　　 繭 労 働　 時　 間 （時） 2．5 2．1 1．7 2．2 2．6

1 Kタ当 り
経　 営　 費 （円） 5 1 9 5 1 5 2 8 5 2 6 0 2 1 5

義 蚕 労 働 1 日 当 り報 酬 （円） 2．6 1 4 2，4 9 0 5．5 4 1 5．5 0 0 2．5 1 2

年　 間　 養　 蚕　 所　 得 （P初 7 9 8．5 5 8 6 7 乳4 5 0 8 1 °．2 1 9 8 7 占．5 8 8 5 2 5－8 0 5

養　 蚕　 の　 所　 得　 率　 掬 ） 8 5．7 占4 8 8 8．5 7 1．占 7 7 9

桑　 園

1 0 a

当 り投 下

隣 人 肥 料 費 （円） 占．8 6 2 8 1 2 2 ‘．0 8 2 8．5 5 0 6，0 5 2

自給 肥 料

（K g ）

成　 園
唯 囁 肥 1，5 0 0 堆 肥 1 2 0 0 堆 肥 わ　 ら　 6 0 0 鶏 糞　 5 0 0

堆 肥　 t 5 8 0

末 成 園
唯 厩 肥 t o o o 唯 厩 肥t o D D － わ ら　 5 0 0 鶏 糞 1 5 0

堆 肥 t 5 0 0

注・岩手県繭増産推進協議会・多集橙養蚕農家事例集（昭和45年度記録），1989年．による。
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である。価格は個別経常からは与件であるが，価格が

堅調のときに，桑軋　生産設備，経営組織体制を作っ

ておくことにより，一時的繭価低下があっても．生産

性向上によって克服するという経営行動が．当地の養

蚕経営でとくに必要になるであろう。以前のように，

繭価の低下で廃止に向かったようなことを繰り返さな

いためには，事前の経営分析が重安である。

1）この事例の詳細は，拙稿「田畑作小経営の複合

的展開と専門化をめぐる事例研究（岩手県東盤井郡大

東町農業基礎調査）」，（東北農試，農経研究資料，

ノ拓55．の第8節，養蚕経営の現状分析と規模拡大視点

からの諸問題，を参照されたい。




